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最高速度違反取り締まりは二輪車事故死亡者数減少に
有効なのか
-平成5年から15年個票データによる分析-
真殿誠志
Ⅰ　研究目的と背景
Ⅰ-1　研究目的
本研究の目的は二輪車事故個票データから,
probitモデルを用いることで,種々の要因が死
亡事故におよぼす確率を計測することにある｡
衝突速度も死亡要因として考慮されその影響を
抽出している｡既に真殿(2002, 2004, 2006)
において計測しているが,動態的取り締まりの
実態と計測結果を対照させることにより,交通
違反取り締まりの在り方を考察する｡
Ⅰ-2　減少していない二輪車事故
平成7年から平成15年にかけて自動車乗車中
の死者数は4550人から3028人とほぼ3分の2に
減少しているが,自動二輪車および原付きに関
しては1991人から1353人とほぼ4分の1の減少
に留まっている｡以下のグラフ1は縦軸が死亡
者数を表しているが,自動車乗車中事故と二輪
車事故死亡者数の変動差は明らかであろう｡
グラフ1からわかるように交通事故犠牲者数
の減少のほとんどは自動車乗車中および歩行中
の犠牲者の減少が大きな要因であり,原動機付
き自転車を含めた二輪車事故の犠牲者の減少は
相対的にあまりに少ないことがわかる｡平成19
年度のデータ1)によると自動二輪車事故死亡者
数の内, 65歳以上の高齢者の割合は10.01%で
あるが,原動機付き自転車では44.92%とほぼ
半数近くになる｡二輪車事故問題は高齢者問題
とでも言えそうな様相を里している｡
Ⅱ　データ
Ⅰ-1　データ概要
本研究で用いたデータは(財)交通事故総合
分析センターによってつくば市を中心に収集,
分析,加工されて公表されているデータであり,
これまでの研究に用いたデータに新たに交通事
故例調査分析報告(平成16年度報告書, pp.441
-443)を加えている｡全て-一般道での事故デー
タである｡事故調査の結果として公表されてい
るデータ項目の内利用したのは死亡生存,年齢,
ヘルメット種類,ヘルメット着用状態,二輪車
種類,二輪衝突速度,四輪衝突速度,加害部位
(衝撃をもたらした対象),衝突相手車種である｡
その他のデータ全体の概要については最後に資
料に付記した｡
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『交通事故統計年報平成19 年度版jp.6 より引用
ll-2 記述統計
用いたデータのサンプル数およびそのシェア
は以下のとおりである O
サンプル数 394 サンプル
死亡サンプル割合 17.12% 
年齢平均年齢 38.6 歳(最小値14 歳，最大
値89 歳)
男性割合 83.42% 
フルフェースヘルメ ット着用割合 28.34% 
ヘルメット正常着用割合 65.41% 
二輪車衝突速度80km/h 以上 2.67% 
四輪車衝突速度40km/h 以上50km/h 未満
8.56% 
最大衝突加害部位頭部19. 79% 
頚部7.49%
衝突車種普通車(セダン，トラックを含む)
67.91% 
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真殿 (206) にならって，推計方法を説明す
るO この論文では，被説明変数を Y= 1 (死
亡の場合)か Y= 0 (生存の場合)かの二値
選択問題として考えているO こうした分析の場
合， probit モデルか logit モデルがよく採用さ
れるが，これまでの分析との整合性を考慮し
probit モデルによって分析を行った。死亡確率
Prob (y = 1) を決定するある要因 L が存在
するとし，その Ziが種々の変数あからなる線
形関数で表されると仮定しよう O この関係は以
下の(1)式のように，定式化できるO
Prob(Y = 1) =φ (Z i) ， Zi = ~ biX i (1) 
ただし， φは累積正規分布を表し，biは 4 番
目のパラメータ，X iは 4番目の変数を表す。
また，得られたパラメータからそれぞれの変数
あが死亡確率におよぼす限界的な効果は，死
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表1　推計結果　サンプル数:374　　的中率:0.871658　自由度修正済み決定係数:0.264306
パラメータ　　　　　t値
定数項
年齢
フルフェースヘルメット着用
二輪衝突速度80km/h以上
四輪衝突速度10km/h未満
主たる衝撃部位頭部
主たる衝撃部位頚部
衝突相手車両普通自動車
-2.45544
0. 022535
0. 766796
1. 52201
-0.82925
1. 25249
0. 637904
0. 73203
-8. 93882
5.01785
3. 53237
3. 21458
-2.78732
6. 13288
1. 97851
2. 46985
**は1%両側検定で有意
*は5%両側検定で有意
亡確率Prob (y-1)を品で偏微分すること
により得られる｡
〟
aprob∂貨= 1)-¢′(l雪biXi)bk (2)
推計は(1)式に最尤法を用いることによりパラ
メータを求めた｡
Ⅱ-2　推計結果
推計結果は表1に示すとおりである
Ⅲ-2-1　推計結果説明
サンプル数は374サンプルとなり前回の推計
(真殿2006) 349サンプルから7.2%多い｡推計
では,シンギュラリティーや1変数で100%の
的中率が発生しない限り利用可能な説明変数を
取り込んで行い, t値が有意でない説明変数を
順次外して全てのパラメータが5%基準で有意
になる場合を採用した｡当然のことながら,得
られた結果は説明変数を落とす順序を変えたと
しても安定的である｡パラメータがプラスの場
合その説明変数は相対的に死亡確率を高め,マ
イナスの場合は死亡確率を相対的に低める方向
に作用している｡注意すべきは,推計値の正負
および大きさは説明変数間の相対的影響力を表
している点である｡
順に結果を見ていこう｡年齢は0.022535と正
の値をとり,他の条件が等しければ年齢が上が
るほど死亡確率が上昇する｡フルフェースヘル
メットを着用した場合, 0.766796と死亡確率を
増加させる｡ただしこの結果はフルフェースヘ
ルメットが絶対的に危険であるという意味では
ない｡他のヘルメットに比較して相対的に死亡
確率を高めているということである｡この点は
ヘルメットの着用状態や他のヘルメットの効果
と合わせて議論されるべきであるが,今回の推
計ではヘルメットに関する他の変数は有意な値
とならなかった｡二輪衝突速度80km/h以上の
場合は1. 52201で他の衝突速度に比べて死亡確
率を上昇させる作用を持つ｡四輪衝突速度10km
/h未満の場合は-0.82925と他の速度に比べて
死亡確率を減少させる方向に作用している｡
主たる衝撃部位頭部の場合1.25249と死亡確
率を高める方向に作用している｡主たる衝撃部
位頚部の場合は0.637904と同じく死亡確率を高
める方向に作用している｡衝突相手が普通自動
車の場合0.73203と死亡確率を高める方向に作
用している｡
probitモデルの場合,パラメータの大小,正
負から大まかな傾向について述べることはでき
るが,個別のパラメータの大きさそのものから
意味を引き出すことはできない｡各パラメータ
の値と仮想的な状況からZを再構成すること
で死亡確率を算出できる｡例えば,年齢30歳
(30*0.022535-0.67605)の人がフルフェース
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表 2 被説明変数への限界効果
定数項
年齢
フルフェースヘルメット着用
二輪衝突速度80km/h 以上
四輪衝突速度10km/h 未満
主たる衝撃部位頭部
主たる衝撃部位頚部
衝突相手車両普通自動車
ヘルメット (0. 769) を着用し，二輪速度80
km/h 未満の速度 (0.0) で、10km/h 以下で走行
中の一 0.8295) の普通自動車 (0. 7320) に衝
突し，主たる衝撃部位が頭部であった場合
(1. 2549) ， Z =一0.675 + O. 769 + 0 -
0.8295 + O. 7320 + 1.2549 より Z = 2. 59816 ， 
累積正規分布表φ(2.59816) から死亡確率は
9.53% となるO
m-3 説明変数の限界効果
(2)式より計算された各説明変数の死亡確率に
対する限界効果を表 2 に示す。死亡列の数字は
その説明変数がー単位増加した場合の死亡確率
の変化率を表している。生存列は生存確率の変
化率を示す。この指標は先のパラメータの値と
は異なりそれぞれ単独で、意味を持っているO で
は変数ごとに結果を見ていこう O 年齢について
は 1歳年をとるごとに死亡確率を 0.41% 高め
る2) フルフェース型ヘルメットを着用し事故に
遭遇した場合死亡確率を 13.96% 高めるO 自動
車の事故時の速度が80km/h 以上の場合死亡確
率を27.1% 高め，相手となる普通自動車の速
度が10km/h 以下の場合は15.10% 死亡確率を
低下させるO 主たる衝撃部位が頭部である場合
は2.80% 死亡確率を増加させ，頚部である場
合は11.61 %死亡確率を増加させる結果となっ
た。相手車両が普通自動車である場合は死亡確
率は13.3% 高まるO
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生存 死亡
4.70% -4.70% 
-0.41% 0.41% 
-13.96% 13.96% 
-27.1% 27.1% 
15.0% -15.0% 
-2.80% 2.80% 
-1.61% 11. 61 % 
-13.% 13.% 
W 考察
N-l 政策的含意
結果が直感的にわかりやすい各変数の限界効
果で比較する。年齢は先行研究(真殿20 ，
204 ，206) も合わせて紹介すると 0.48% →
0.48% →0.57% →0.41% となっている O 一貫し
て年齢上昇は死亡率を上昇させる結果であるO
既に免許更新の際の認知症チェックなども行わ
れてはいるが，高齢者が今後増え続けることを
考えると原付きについても運転技能の審査をよ
り厳しくせざるを得ないのではないだろうか。
後で述べるように最高速度違反の取り締まり強
化では高齢者の犠牲者数を抑制することは困難
であろう O フルフェースヘルメットについては
13.06% →15.1% →14.62% →13.96% と年齢と
同様に過去の推計と似たような傾向を示した。
頭部 (2.80%) とともに頚部(11.61 %)にお
いても高い死亡確率の上昇が観測された。自動
車車体に関して高い衝突安全基準が世界的に課
される傾向にある一方で，二輪車運転者への安
全対策はヘルメット着用のみに留まっているの
が現状である。ヘルメットの着用すら法制化さ
れず，また着用率が高いとは言えない国も少な
くない。そのような中でも日本は1978 年にはヘ
ルメット着用義務化を果たしたという点で安全
への取り組みは比較的早い。さらなる安全性を
追求するならば，ヘルメット着用から一歩踏み
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表3　衝突速度に関するパラメータ(限界効果)
2002　　　　　2004　　　　　2006　　　　本論文
二輪停止状態
二輪衝突速度80km/h以上
四輪停止状態
四輪衝突速度10km/h未満
四輪衝突速度40km/h以上50km/h未満
-18.20%
75. 77%　　　29.87%　　　31. 39%　　　27. 71%
21. 50%
-ll.64%
16.61%
一15.10%
込んで,首回りの保護についても検討されるべ
きだろう｡
衝突時の速度に関してはやはり自動車の衝突
速度が80km/hを超える場合の危険性が他の変
数に比べて高いことは先行研究と共通で
75. 77%-29.87%-31. 39%-27.71%と変化し
ている｡相手速度に関しては真殿(2006)では
相手車両静止状態-21.50%,相手車両時速10
km/h未満-ll.64%だったが,今回の計測で
も10km/h未満の低い速度では-15.10%であ
った｡蓋然性の高い結果と言える｡相手車両が
普通自動車の場合死亡確率は13.33%増加する｡
ただ,今回はセダン型のボンネットがあるタイ
プの車とトラックとをデータ上識別することが
できなかった｡
Ⅳ-2　衝突速度と交通違反取り締まりとの関係
衝突速度に関してはデータに存在する全ての
衝突速度を説明変数に取り込むように計測して
きたが,表3に示すように先行研究(真殿
2002, 2004, 2006)と合わせても10km/hごと
にダミー変数化した17変数の内5つの変数しか
有意な結果を示さず,他の速度は死亡および生
存確率に影響していない｡
多くの人にとっては受け入れがたい結果かも
知れないが,二輪,四輪ともほとんどの速度領
域において,二輪運転者の死亡と衝突速度とは
関係がないと結論せざるを得ない｡最初に掲げ
たグラフ1において自動車乗車中の死者が平成
元年以降激減しているのは,自動車の平均速度
が低下したからだと考える人はおそらくいない
であろう｡多くの人は自動車車体の安全性の向
上,シートベルト,エアバッグ等の安全装備の
充実にその原因を求めるはずである｡
交通安全に貢献すべき交通違反取り締まりの
実態を交通事故統計年報から参照すると以下の
表4のようになる｡都道府県別に二輪車取り締
まり数のデータは公表されていないので,まず
事故データが収集された茨城県の四輪車,二輪
車を含む違反取り締まり件数シェアのランキン
グを作成した｡一目でわかるように10年間の幅
をとっても一貫して圧倒的に最高速度違反取り
締まりシェアが高いことがわかる｡全国レベル
では自動二輪車,原付き別の取り締まり件数が
公表されているが,両者とも一貫して最高速度
違反取り締まりが最も多い｡個別の事故データ
からの分析はほとんどの領域で,速度が死亡確
率に影響しないことが示された一方で,マクロ
データでの取り締まり実態は速度違反が最も多
い｡二輪車事故に死者数が横ばい状況という現
実と照らし合わせたとき,取り締まりの在り方
に疑問を抱かざるを得ない｡取り締まりが二輪
車死亡事故減少に有効ではないことの傍証が得
られたと言って良いのではないだろうか3)｡
Ⅴ　結語
高齢化社会を迎えた我が国において原動機付
き自転車での犠牲者の内,高齢者が半数近くを
占めていることは見逃せない事実である｡二輪
車事故とは決して無軌道な若者が起こす事故で
はなく,ごく一般の人々が遭遇する事故なので
ある｡最初に示したグラフ1にあるように,自
動車乗車中の犠牲の激減傾向に比べれば,二輪
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表4　違反取り締まり件数シェアランキング
茨城県
1998年　　　シェア　　　2003年　　　シェア　　　2007年　　　シェア
シェア1位　最高速違反　　　46.47%　最高速違反　　　38.24%　最高速違反　　　38.70%
シェア2位　一一･時停止違反　　16.900/0　-時停止違反　　23.45%　一時停止違反　　18.500/a
シェア3位　信号無視　　　　10.05%　信号無視　　　　　9.53%　信号無視　　　　　6.10%
自動二輪
全国
1998年　　　シェア　　　2003年　　　シェア　　　2007年　　　シェア
シェア1位　最高速違反　　　23.47%　最高速違反　　　24.14%　最高速違反　　　26.68%
シェア2位　一時停止違反　　　9.11%　一･時停止違反　　　9.22%　通行禁止違反　　10.79%
シェア3位　通行禁止違反　　　7.640/o　通行禁止違反　　　8.750/0　-時停止違反　　10.450/a
原付き
全国
1998年　　　シェア　　　2003年　　　シェア　　　2007年　　　シェア
シェア1位　最高速違反　　　18.34%　最高速違反　　　22.69%　最高速違反　　　23.86%
シェア2位　･時停止違反　　14.85%　･時停止違反　　15.89%　一時停止違反　　17.58%
シェア3位　通行禁止違反　　10.04%　通行禁止違反　　10.25%　通行禁止違反　　10.45%
車の犠牲者の横ばい傾向はむしろ増加傾向にあ
るとも言えよう｡速度は死亡原因となっていな
いことが計量的に示された一方で,取り締まり
は相変わらず速度違反中心に行われているのが
実態である｡今後の課題は,取り締まりの実態
からより直接的に,交通警察資源配分の非効率
性を数量的に計測することである｡
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資料
本文中には最終的に用いたデータのみあげている｡
最高速度違反取り締まりは二輪車事故死亡者数減少に有効なのか
データ概要
表記法もしくは分類数
事故概要 倬hﾌﾉ}霰YZｩ}   
事故状況詳細 剳ｶ章による記述 
車種 分類  
年齢 剋ﾀ数 
性別 剪j女 
衝突速度 }h鍈連続数    
四輪車 刋??B?
人の傷害概要 9x･8?ｩB倩e8*.(,ﾘ|9?ｩB               
最大障害 兀H犬11分類  
加害部位 9Zｩ}  
四輪種類 IZｩ}  
重傷度AⅠS 等Zｩ} 
頭部傷害 冲ﾉk22分類  加害部位 Zｩ}   
重傷度AⅠS 等Zｩ} 
ヘルメット概要 Yw9B稲X,ｸ竧.(ﾛｒ添Zｩ}         
脱落 分類  
タイプ 分類  
帽体最大損傷部位 1分類  
ヘルメットの加害物 0分類  
帽体所見 分類  
ライナー最大損傷部位 5分類  
ライナー所見 分類  
最終的に推計に用いなかったデータ項目について紹
介する｡
注
1) (財)交通事故総合分析センター(2008) 『交通
事故統計年報　平成19年版』 p.218
2) Evans (1998)ではアメリカのデータを分析し
て,男性である場合死亡確率が約30%減少するこ
とが報告されている｡日本のデータでは性差は確
認されていない｡
3) 2009年10月29口付け読売新聞ネット版によると,
警察庁が一般道の速度規制を60km/hから80km/h
に引き上げることを決定したとの報道があった｡
17年ぶりの規制変更である｡当然道路環境に依存
するが,警察庁も速度そのものがすなわち危険と
いう認識に疑問を持っていたことの証拠と言って
良いであろう｡
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